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　Abstract:This article deals with the factors and the manners of the variation in quantity of labor
available to forestry.　As an approach to this problem, we hypothesize that this variation is
subject to the main and interaction effects of these factors. Therefore, the　equation (1) of
NichoUs' type is adopted as our mathematical model. The results of cross-sectional multiple
regression analysis are shown in Table 2―5.
　The interesting丘ndings are as follows.
　　（1）Ｔｈｅmain ･factorsof the variation are the interaction between wage or incom and capacity ，
of local labor market or farm. The younger labor force is more responding to the conditions of
ｎｏｎ･farmsections and social factors. The elder is in less mobility of inter-regional migration and
more responding to the condition of side-jobs.
　　（2）Ｍｏst of significant factors are interaction terms. And the Nicholls' type model is more
satisfactorilyfittedto this migration than the simple linear model.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま　え　が　き
　人口の職業移動は経済状態の変化に動機があり，地域移動は社会環境条件に支配されるところが
大きいとされている。林業就業人口の変動は，林業から農業への移動を主体とする第一次産業部門
内の職業移動，および工業労働者となることを志向する部門間の職業移動によってひき起される
が，後者の場合はとくに地域移動をともなうことが多い。この地域移動は，社会環境条件を主動機
とする本来的な地域移動とは若干性格を異にしているが，一面からすれば，山村の生活環境条件の
悪さが職業移動の要因として機能したものといえよう。
　第１報，第２報に｡おいては，林業就業人口の変動をこのような職業移動および地域移動現象とし
てとらえ，その動機と考えた12の経済的，社会的要因を説明変量として，それらの要因性を解明す
る一つの方法として重回帰分析を試みた1)2)。しかしながら，ここでは，12の変量が完全に独立して
作用するという形の加法関係だけの存在を仮定した単純線型モデル，および相乗的な作用を仮定し
てダグラス関数型を用いながら，演算にあたって対数線型モデルに変型したjものをそれぞれ使用し
ているから，本来的におよび表見的に要因の交互作用を無視していることになる。職業移動の動機
の重要なものとしてこれまで取扱ってきた賃金や就業機会などだけを例にあげてみても，これらの
間に非単独の要因性の存在も想定されており3)，したがって，。これまでのよ'うに要因の主効果だけ
を抽出するようなモデルによる要因性の分析だけでは十分なものとはいいがたいふ　　　　　ト
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　このような理由から，本報では，林業就業人口の変勁要因を，これまでに用いてきたような変価:
の主効果だけでなく，それらの間の交互作用効果にも求められるように，ニコルス型関数モデルに
よる重回帰分析を試み，その適合性を検討してみる。そしてまた，どのような要因の間に相乗的な
作用があるかについて手がかりをえたいと考える。
　なおこの分析のために計算の労なとってくれた森林計測学研究室森直己君に感謝の意を表する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分　析　方　法
　ここにおける興味の中心は，交互作用効果の存在を模索することにあり，したがって，林業就業
者すべてを対象として，各要因の主効果および交互作用効果を厳密に定量化する段階までは進まな
い。それゆえ，分析の対象はひとまず男性に限定する。また，回帰式の中において考えることので
きる交互作用項としては，２変量，３変量，…………，全変量によって構成されるものである。し
かしこれについても，さきにのべたような理由から，２変量間の交互作用項に限定してモデルを構
成し，その作用効果の有無を探ってみるにとどめる。
　変量のとり方は，坂本のこれまでの分析4）に原則的に従っているので，　ここ七は簡単な説明にと
どめる。また，これら変量は都道府県単位横断観測資料によっ七計測されることとし，資料出所も
変更しない。
　まず被説明変量である林業就業人’口時系列変化については，林業就業者の移動性向が年令階層に
よってかなり異なっているとはいいながら，その層内分散がかなり低い水準に下がるのは10～15才
区分であり，年令階層をそれ以上細分しても，必ずしも分散の低下が期待できない5）ごとから，こ
の程度の階層区分にとどめることにする。この変温:は，基準年次1965年就業人口に対する1970年人
口の比によ･?て計測し，ｙ。(a = l:15～24才α＝2:25～39才ａ＝3 : 40～54才, ≪= 4:55～64才）のよ
うに表示する。
　説明変量としては，それらの間の交互作用については未知ではあるが，われわれの使用する計算
機の能力との対応において主効果の変量の数を,｡先述の12個から10個へと減じなければならない関
係上，比較的要因性が低いと想定されるものを除外して，つぎのものを用いることにする。なお，
これらの計測値としては，基準年次1965年のものを用いる。
　すなわち，ＸＩ：林業所得，Ｘ２：農業所得，Ｘ３：人工林率，Ｘ４：林業就業機会，Ｘ５：農業就業
機会，Ｘ６：非農業就業機会，χ７：常用労働者賃金，X8,:人夫賃金，Ｘ９：人口密度. -X^io: 国有林
率，以上で主効果項を構成することとする。また，問題の交互作用効果項としては，例えば賃金と
就業機会といった特定の組合せだけを作るのではなく,スO変量の無差別な組合せによる２変量の全
対応によって構成する。･このことは，予知していない組合せの要因性の発見を阻害しないための措
置である。したがって,･交互作用の変量は45個となる。
　さて，ここにおける構造モデルの型式であるが，２変数交互作用項を含まなければならないとい
うことは，これまでに一部で用いてきたダグラス型の使用が不可能であることに通じる。･したがっ
て，演算の容易さとの関連から，単純線型的なモデルを選択せざるをえず，ここに，つぎのような
ニコルス型関数を用いることとした。　・
y・＝βo十ΣPiXi十ΣBtjXiX j
fl= l, 2, 3, 4
j≒j
i.J-1
(1)
　(1)式のモデルによる分析の手段としては，線型重回帰分析の方法をとるが，そのための演算モデ
ルとしてはXiXjを単一変量に置換したつぎの(2)式を用いることにする。
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　　　　i-1
(2)
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　ここにおいて，β11×11～β55×55は交互作用項に対応している。
　回帰計算にあたっては，最大モデルを用いることをせず，信頼水準95％における有意な係数をも
つモデルを誘導する形をとるものとする。また，回帰計算以前に一部の変量が除外されたならば，
全変量の要因性を評価するという目的が阻害されることになるので，内部相関係数値いかんによる
変量の削除はあえて行なわないこととする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　変量の計測
　各変量の計測値はTable 1. に示すとおりである。これらの計測単位は演算上の便宜によるもの
である。交互作用項の値も, Table 1. のＸぼjの積の値の各平坪値がすべて３桁になるように単
位を操作したものを充当する。
　　　　　　　　Table 1. Observed values of variablesexept interactionterms
Variables Means STD. deviations
Y,
y2　　　　10％
y3
y4
508
595
101
815
124
913
174
161
χ1　100yen/house-hold
χ2　10 yen/house-hold
x3　　0.1％
χ4　　ha/man
χ5　　0.1a/man
x6　　0.1％
χ7　100yen/man-month
χ8　　yen/man-day
χ9　　number of persons/lOkm^
×1o　0.1％
285
627
355
124
419
634
353
985
401
176
165
159
143
　88
158　　　’
102
340
171
582
143
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回　帰　結　果
　55個の共通する説明変量から出発した重回帰式の推定および分析結果を各年令階層別にまとめて
示しだのが, Table 2.～5.である。この結果についてかなり問題があると考えなければならない
のは，内部相関のｙ4の回帰式における異常な高さである。ここでは内部相関係数値が0.9にも達
する変量:が４対もみいだされ，明らかに線型重合が存在するものと判断される。各変量を平等に取
扱うというたてまえから導かれた，なかば予見された帰結とはいいながら, Table 5. の結果につ
いては高度の信頼性はないものといわなければならない。
’なお，これらの計算は，フアコム270-20によって行なったものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考　　　　　察　　　　　　　　’
　これらの回帰結果について，各年令階層別に検討を加え，それぞれの階層における要因と作用の
特質を抽出し，交互作用の役割りを中心において，年令の変化にともなう要因の推移を追跡してみ
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　　　　　Table 2. Regression results of variable ｙ，
Ｃｏｅ伍cients STD. error　of coef. T-values 　Partialcor.coef.
Const
　χ8
X4×8
X4×9
X^Xl(i
XiX,
X5×9
XnXa
Ji-sJi.10
　　0.386×103
　　0.659
-0.216
　　0.407
　　0.738
　　0.360
－0.913×10-1
-0.569
-0.115×10
0.133×103
0.245
0.807×10-1
0.163
0.309
0.150
0.401×10-1
0.211
0.357
2.69
2.67
2.49
2.39
2.41
2.28
2.69
3.23
　　0.42
－0.42
　　0.39
　　0.38
　　0.38
-3.36
-0.42
-0.48
Coef. of dterminatlon
　　　　0.45
Multiple cor. coef.
　　　0.67
Table 3. Regression results of variable ｙ2
Ｄｏｅ伍cients STD. error
　of coef. T-values 　Partialcor.coef.
Const
　X2
XxX,
X1×6
X2×4
X2×5
X3×9
χaχ10
X4×5
X4×9
X6×8
X7×8
　0. 837 X 10'
-0.859
　0.595
－0.254
　0.613
　0.623
　0.278×10-1
　0.708
－0.795
－0.164
－0.385
　0.809
0.952×102
0.220
0.188
0.638×10-'
0.130
0.161
0.103×10-'
0.299×10"'
0.174
0.702×10-'
0.909×10-'
0.233
3.91
3.17
3.98
4.71
3.87
2.69
2.37
4.57
2.34
4.24
3.47
-0.57
　0.49
　0.58
　0.65
　0.57
　0.44
　0.39 ，
-0.63
-0.39
-0.61
　0.53
Coef. of dtermination
　　　　0.78
Multiple cor. coef.
　　　0.88
1●ｙl（15～24才）　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ
　この年令層は地域の内部的条件に規定されるような移動性向には乏しいとの推論に達していた7）。
このことは, Table 2. における決定係数および重相関係数の相対的低さによって，交互作用を要
因にとり入れてもなお変らない，本態的なものとされよう。
　Table 2. によって各変量の要因性をみると，偏相関係数はいずれも0.4程度と似通っている。し
かし，有意な８変量中７個までで交互作用項であり，寄与率の分析をまつまでもなく，若令林業就
業人口移動については交互作用すなわち要因の相乗作用の影響力がきわめて大であるといえよう。
。主効果としては人夫賃金X8が認められるにとどまるが，交互作用効果のなかで。明らかに賃
Const
??
　X8
χ
I
χ
G
XiXi
ｘ
2×5
A4JtL 10
χ
5χ8
×
6
×8
×
6×9
×
7×9
χ8χ16
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Table 4. Regression results of variable ｙs
Ｃｏｅ伍cients　
卜翫ぎりT-values
　0.518×10s
-0.104〉く10
　0.214〉く10
　0.158×10
-0.498
　0.154
　0.305×10
－0.919
-0.298×10
－0.109〉く10
　0;279×10
－0.616
　0.109×10
0.332×103
0.430
0.860
0.444
0.135
0.431×10-1
0.963
0.252
0.904
0.2S6
0.769
0.169 ｡
0.326
2.41
2.48
3.55
3.70
3.56
3.16
3.65
3.29
3.68
3.63
3.64
3.35
　Partial
cor;むoef.
－0.40
　0.41
　0.54
-0.56 ’
　0.55
　0.50
-0.55
-0.52
-0.56
　0.55
-0.55 ・
　0.52
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・Coef. ｏｆ･determination
　　　　　0.70
X2×3
χ2χ8
xa-,
×3×8
×4×5
XtX-,･･. .‘
XiXe　，
XsXs
χ5χ10‥－
χ6χ9
χ6χlo
ｘ7×9
Multiple cor. coef
　　　0.84
iTable 5. Regression results of variable ｙ4
Ｃｏｅ伍cionts
　0.168>く10°
　0.262×'10
-0.810×10
ご0.430×10
・　0.193×10
　0.136×102
－0.168×10
-0.265×10
■ 0.284×10
　0.788≒
-0.108×10
　0.216
　0.109×10
－0.2C6
-0.236
Coef. of determination
　　　　｡0.84
STD. error
　of coef.
　0.286×103
　0.712
1 0.139×10
, 0.856 1..
　0.410
　0.330×10-
　0.759
　0.408
　0.472
　0.294
　0.463　　1
　0.620×10-1
　0.343
　0.558×10-'
　0.763×10-1
T-values
　　3.67
　　5.84
　5.01
　　4.71
･ 4.11
　2.21
　6.49
　6.02
　2.68
　裴33
　・3.49
・3.17
　3.69
　3.09
　Partial
cor. coef.
　　0. E7
　-0.74
　-0.69
　　0.67
　　0.61
　-0.39
　－0.78
　　0.75
　0.45
　し0.40
　　0.55
　　0.51
　-0.57
●〃--･･I･●●
　－0.50
Multiple､cor. coef
　　　0.92
金と就業機会とにかかおるものとしてつぎのものがあげられる。すなわち，人夫賃金－一国有彬
率X8×lo，非農業就業機会一人夫賃金X6×8，および林業就業機会一人夫賃金X4×8がこれ。
であり，いずれも林業就業離脱的に働いている。そしてこれらの偏相関係数値は若干高く，以上で･
要因の過半が占められているとも察せられる。　－。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダ
　主として兼業条件的に作用するものとしては;農業就業機会一非農業就業機会X5×6が考剋
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られ。産業部門内および部門間兼業条件がととのえぽ，林業就業人口移動が抑制されることを示し
ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
　その他は，林業就業機会一人口密度Ｘ,Ｘ９および農業就業機会一人口密度X5×9のように
兼業にもかかわるが，都市化された生活環境への接近度，生活環境の水準といった社会的条件の要
因性にもかかおるといったもの，さらには，国有林の閉鎖的雇用の影響を浮きぼりにする林業就業
機会一国有林率Ｘ,Ｘ。のような土地所有にかかおるものの関与が指摘できる。｀
　以上を要するに，若令層においては，賃金と就業機会の多さの水準が相乗的に作用する度合いが
強く，ついで社会的環境条件，兼業条件などがこれに次いﾉでおり，いずれにしても交互作用の要因
性は相対的には高いといえる。　　　　　　　　　　≒　　，　　☆
　2. Y, (25～39才）　　　　　　　　　　　　　　　才　　　イ　ノ
　この年令層は移動性向が高く，内部的要因に対する反応は強ま９七重相関係数は0.9に近づい
ている。 Table 3. の分析結果をたどってみれば，有意な変量Ｕ個のうち，単独の変量は農業所得
X2だけであり，他はすべて交互作用項となっている。　ｙlの場合に比して，変量の数が増加して
いるだけでなく，それぞれの偏相関係数値の水準はかなり高くなっ七おり, 0.4～0.6余りと，要因
性なかんずく交互作用の影響が強まっていることがいえる。･
　･㎜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－主効果については，農業との兼業の可能性が林業就業条件の一つとして強く作用していることが
いえ，若令層の場合には兼業的賃労働が追求されたことからの大きな就業態様変動が認められる。，
このような兼業条件における要因性の高まりは，しかしながら，交互作用に関しては余り顕著な要
因数の増加となっては現われていないが，つぎの項が上および中位の偏相関をもっていることか
ら，やはり年令の高さに比例的に地域への労働力の定着化，したがうて兼業化が進展するものとい
えよう。該当項は，農業所得一林業就業機会X2×4に農業所得一農業就業機会X2×5，それに
因果関係について若干疑問はあるが林業所得一農業就業機会,XIX5などである。
　賃金と就業機会の相乗的要因性を表わすものとしては，非農業就業機会一一人夫賃金X6×8，お
よび一応さきの範ちゅうに入れたX2×5などがあげら,れよう。･しかしこれらは若令層の場合とは
若干異なって，林業労働力の析出基盤をなす農家の経済にかかおるもので，兼業条件的要因として
･の色彩が濃厚になっできている。
　また，この層においては，社会的条件，生活環境条件への反応の高まりもみせており，兼業定着
性とは排反的ではあるが，定着できない要因として社会的条件が大きく,作用しているものとみなさ
れなければならない。これの該当項は，山村性ないしは都市化度にかかわるもので，林業就業機会
’一農業就業機会X4×5，林業所得一非農業就業機会XIX6，林業就業機会一人口密度X4×9，
および関連性の高いものとしての人工林率一人口密度X3×9などである。
　その他は，国有林率一人工林率X3×loといった山村における安定雇用主体における生産性に
かかおるもので，総じていえば，この年令層においては，林家り生活を支える兼業条件にかかおる
　もの，ついでは，賃金と就業機会の双方から移動を考慮する態様に関係するもの，社会的環境条件
に関係するものなどの要因性が高く，交互作用によって移動の大部分が説明されるものと推定され
よう。　　　　　　　　　　　………
　j3●　ｙ3（40～54才）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　。ご
　Table 1. からも察せられるように，この年令層は平均的には人口にほとんど変化がみられない
ぶ，地域的な変動性はかなり高い。したがって，ｙ2の層とはきわめて異なった移動態様が予見さ
九た。モデルの変動説明力は，重相関係数0.8からみて，かなり高い水準にあるといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･｡「
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Table 4パこよれば，有意な説明変量12個中３個は単独，９個は交互作用項となっ七い’る。T偏相
関係数値は0.5前後のものが多いが，その永準からみて主効果よ｀りも交互作用効果が大で’あると察く
せられる。
　主効果項は，人夫賃金X8，常用労働者賃金<X7，および農業所得X2であり，いずれも林業就
業促進的で，兼業林家として安定就業する方向の存在を証拠だてている。このような性格の要因性
を示す交互作用項は，中位の偏相関係数値をも･つており，人夫賃金一国有林率X8×lo,農業就業
機会一人夫賃金X5×8，および農業所得一農業就業機会X2×5がこれに相当する。これらはい
ずれも賃金と就業機会の相乗的要因にも該当するものでもある。
　その他のものとしては，常用労働者賃金一人口密度X7×9，林業所得一人口密度XlXgと
いった項が，都市化と賃金ないしは山村性の間の相乗効果に対応するものとしてあげられ，前者は
賃金と就業機会，後者は社会的条件としての範ちゅうに属するものともいえよう。残りについて
は，回帰係数の符号からみて重合の悪影響を受けているものと察せられ，考慮の外に置かざるをえ
ない。
　ともあれ，この年令層においては，兼業条件にかかおる要因の数が主効果，交互作用効果の中に
おいて支配的に多くなっており，賃金と就業機会による自由な職業移動の道はとざされているかに
みえる。社会的条件にかかおるものの要因性についてはよく牒わからない。
　4.ｙ4（55～64才）
　Table 5. に示した資料の信頼性は，線型重合の影響で極度に低くされているので，この年令層
についての分析は回避せざるをえないが，推測としてはｙ3における傾向の延長として理解しても
大過ないものと考える。
5｡総括的考察
　以上の各年令層における特質を整理してみると，若令の林業就業人口移動は，賃金とか就業機会
および生活環境条件の良さを求めて，かなり自由な形で行なわれるのに反し，中令に至れば，職業
および土地への定着性が急激に増加して，農業および非農業との兼業の条件いかんに支配される林
業就業態様がとられ，自由な移動性向は姿を消すが，性活環境の選択については敏感に反応しうる
面を残していることが特徴的である。高令になればなるほど，兼業条件の要因性が高まり，他の要
因の作用力は低下して，職業と居住地に関する選択性が減退する傾向が指摘される。
　このような指摘を可能にした要因群の中における交互作用変量の数はきわめて多く，変動の大部
分がこれらによって説明できるものと考えられるので，交互作用を考慮しないモデルによるより
も，ニコルス型のモデルを用いて林業就業人口移動を規定した方がよいと考えられる。　このこと
は，単独変量だけによる線型モデルの場合に，重相関係数値が中，高令層此関しては20～10％減少
することによっても裏打ちされよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ま　　と　　め
　林業就業人口の移動現象を説明する作業の一段階として，それに関する要因間の交互作用効果を
も考慮に入れた，都道府県単位観測資料による横断重回帰分析を試み，その効果の要因性を探るこ
とを中心として，移動態様を検討した。モデルとしては，林業就業人口変動比を被説明変量とした
ニコルス型関数を用い，説明変量は10個の単独変量項と45個の交互作用項によって構成した。
　分析の結果つぎのような点が明らかになった。
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　移動性向に関しては，若令層は賃金，就業機会といった要因に直線的に反応し，また生活環境の･
良さを求めて移動する形が認められるのに対して，中令層に至れば，兼業職種の賃金，所得，就業
機会などの要因性が高まり，林業と居住地への定着性が強くなってくる。この傾向は高令層におい･
てさらに高まり，居住，主職業に関する選択性が低くなってくることが指摘できる。
　このような移動性向を指摘させた要因群の中における交互作用項の役割りはきわめて大きく，変:
動の大部分がこれらによって説明されうるものと考えられる。また主効果だけを考慮したモデルに
よるよりも，弓コルス型モデルの説明力も最高20％程度は大七あるといえるから，このモデル９適1
合は良好といわなければならない。　　　　　　　　　　　　　へ
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